
Ⅰ．はじめに

　９０年代は，原木価格の低迷が一層深刻さを増す中で，素材生産，

流通，加工の分野で厳しい状況が続いた。素材生産量では１９９１年

の２７，９３８千m３から１５，７７４千m３に減少した（５６％減）。また，製材

業においても同様のことが言え，工場数，入荷量ともに大きく減

少した。

　素材生産・加工業が大きく減退する中で，この９０年代において

大きな変化が見られた。それは，『平成１３年木材流通構造調査報

告書』でも見られるように，製材業の原木市売市場（以下では原

木市場と呼ぶ）への依存度合いが高まっていることである（須本，

２００５）。依存度合いとは，製材業の素材仕入量に占める原木市場

からの仕入量の割合のこと（以下では依存率と呼ぶ）をいう。こ

の依存率は全国的に上昇するものの，地域によって増減率は異

なっている。

　そこで今回，全国を８地域に区分し，それぞれの地域で依存率

が増減した理由について考察する。また，スギ材の産地として知

られる東北と南九州において，依存率の推移に大きな差が生じて

いる。今回は特にこの２地域に重点を置き，依存率の推移に差が

生じた背景について考察する。

Ⅱ．分析の方法

　農林水産省統計部の『木材流通構造調査報告書』と『木材需給

報告書』を用いて分析を行った。製材業の素材仕入先や仕入量，

素材生産量等の統計から各地域ごとに依存率等を算出し，地域ご

との特徴を明らかにする。

　製材業を中・小規模と大規模に区分した。両報告書では製材業

の規模階層の表し方が異なっている。そのため，各報告書で規模

階層ごとに１工場当たりの素材消費量を求め，それが１万m３と

なるところを境に中・小規模と大規模に区分した。『木材流通構

造調査報告書』では，販売金額規模が５億円未満の階層を中・小

規模，５億円以上の階層を大規模に区分した。また，『木材需給報

告書』では製材用動力の出力が３００．０kw未満の階層を中・小規

模，３００．０kw以上の階層を大規模と区分した。

Ⅲ．地域ごとの分析結果

　地域ごとの分析により，各地域の依存率の推移には次の２点が

要因として挙げられる。

　第１点は原木市場が発展しているか否かである。これまでの研

究で木材市売市場の展開に関する報告として赤井英夫氏『木材市

場の展開過程』（赤井，１９６８）や林政総研レポート『木材市売市

場の現状とその役割』（安藤，１９７７）などがある。原木市場の展

開過程についてこれらをまとめると以下のようになる。

　原木市場は戦後，東海・近畿地方などの大都市を中心に発展し

た。６０年代までは主に西日本の民間先進林業地帯において著しい

発展を示し，その後，国有林地帯にまで拡大した。また，この頃

から森林組合の共販所が登場し，林業構造改善事業を契機に飛躍

的に発展した。現在では北海道・東北・北陸等の地域に少なく，

関東以南の西日本において発展を遂げている。

　今回の分析結果もこれまでの研究と同様の傾向が現れている。

表－１の数値は外材の仕入量も含めた値である。依存率の推移を

みると，北海道・東北・北陸で低く，関東以南の西日本では高く
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推移している。１９９１年時点からこの傾向は変わっていない。北海

道・東北・北陸といった地域は，原木市場が未発達なため事業所

数等が少ない。２００１年時点で，北海道は９市場，北陸では２２市場

と他の地域と比べても極端に少なく推移している。そのため，原

木市場からの仕入量も少なく，中・小規模，大規模層ともに１９９１

年次よりも入荷量が減少している。それゆえ依存率は他の地域に

比べ低く推移している。また，北海道・東北は国有林の占める割

合が大きい地域である。国有林は入札による立木販売を行ってお

り，入札で立木買いを行った素材生産業者等が直接，製材工場へ

と出材するケースが多い。また，国有林が山土場で材を販売する

場合もある。そのため，原木市場への依存率が低いものとなった

と考えられる。一方で，西日本では高い依存率で推移している。

これは原木市場が発展しており，事業所数や取扱量等が多いため

と推測される。特に九州では，２００１年時点で，総数のおよそ４分

の１に当たる９９市場が存在している。そのため，製材業における

原木市場からの仕入量も多い。また，九州では，大規模層での仕

入量が大幅に増加している。その結果，依存率は６４．６％と，他の

地域に比べ高い。

　２点目は，製材業の大規模化による国産材入荷量の増減である。

表－２は工場別の国産材入荷量の推移であるが，全体の傾向とし

て次の２点が指摘できる。１つは国産材専門工場の大規模層にお

いて，国産材の入荷量が大幅に増加していることである。すべて

の地域において，１０年間で増加している。その中でも，特に九州

の国産材専門工場の入荷量が大幅に増加している。２つ目は，国

産材・外材併用工場での国産材入荷量の減少である。北陸を除く

地域のほとんどが，中・小規模，大規模層ともに減少している。

中・小規模の国産材専門工場の入荷量が減少し，大規模層の入荷

量が増加していることから，全国的に国産材専門工場の大規模化

が進んでいる。なお，この専門工場の大規模化は中・小規模の製

材工場が設備投資等によって規模を拡大させたためだと推測され

る。

　９０年代は国産材専門工場の大規模化が進み，大規模層の入荷量

が大きく増加した。１９９１年時点の各地域の依存率の推移は，原木
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表－１．製材業における原木市場への依存度合いの推移
単位：千m３

依存率（B/A×１００）原木市場からの仕入量（B）総仕入量（A）

増減２００１年１９９１年増減率２００１年１９９１年増減率２００１年１９９１年

６．４%３４．４%２８．０%７０．４%５，１４５７，３０８５７．２%１４，９４１２６，１１９中・小規模
全　　　国

８．１%１６．６%８．５%９４．３%１，５６４１，６５９４８．１%９，３９４１９，５４３大規模

－０．３%０．７%１．０%５０．０%１２２４７３．６%１，８４４２，５０６中・小規模
北 海 道

－０．６%０．５%１．１%１３．３%４３０３１．９%８６１２，７０２大規模

－１．６%１１．０%１２．６%５５．１%３１４５７０６２．９%２，８５４４，５３８中・小規模
東　　　北

１．５%８．２%６．７%５０．５%９６１９０４１．４%１，１７５２，８３６大規模

５．６%２０．０%１４．４%７２．０%１９０２６４５１．８%９５２１，８３８中・小規模
北　　　陸

－０．３%０．４%０．７%３３．３%５１５５５．５%１，２１５２，１９１大規模

６．５%２４．５%１７．７%６４．０%５０８７９４４６．８%２，１０３４，４９１中・小規模
関　　　東

１３．４%２４．２%１０．８%１２０．１%１６７１３９５３．５%６９０１，２８９大規模

５．９%５３．０%４７．１%５１．３%５９８１，１６６４５．６%１，１２８２，４７５中・小規模
東　　　海

－１．６%２０．４%２２．０%４２．８%６２１４５４６．１%３０４６６０大規模

１１．２%４６．９%３５．７%５９．４%６４３１，０８３４５．２%１，３７０３，０３１中・小規模
近　　　畿

８．７%１６．０%７．３%３８．０%８４２２１１７．３%５２６３，０４３大規模

１０．６%５０．４%３９．８%７１．０%１，０２３１，４４１５６．０%２，０３１３，６２４中・小規模
中国・四国

４．５%１４．２%９．７%１０５．７%５２０４９２７１．８%３，６５８５，０９３大規模

１５．５%６９．９%５４．４%９４．４%１，８５６１，９６６７３．５%２，６５６３，６１６中・小規模

九　　州
３９．９%６４．６%２４．７%１４６．４%６２５４２７５６．０%９６８１，７２９大規模

１４．８%７５．２%６０．４%９９．７%１，５５９１，５６３８０．０%２，０７２２，５８９中・小規模
南九州

３６．０%７４．７%３８．７%１４６．２%５７９３９６１５２．４%１，５５９１，０２３大規模

資料：農林水産省統計部『木材流通構造調査報告書』より作成

表－２．工場別国産材入荷量の推移
単位：千m３

国産材・外材併用工場国産材専門工場

大規模中・小規模大規模中・小規模

７０７１，０８１５３１１，０３４１９９１年

北　海　道 ３３０３３８６９３４２６２００１年

－３７７－７４３１６２－６０８増減

１１３１，１４９３３７１，６９０１９９１年

東　　　北 ６９６０８６２７８５０２００１年

－４４－５４１２９０－８４０増減

５３３８０１２１１９９１年

北　　　陸 １４１９１１０９８２００１年

９－１４７１０－２３増減

５５７９７７６１，１９８１９９１年

関　　　東 ５４３００２２６８００２００１年

－１－４９７１５０－３９８増減

１０４１１２９９９０１９９１年

東　　　海 １０１７９６０６２８２００１年

０－２３２３１－３６２増減

４１３１２７６８１１９９１年

近　　　畿 ２７１２４５９４１４２００１年

－１４－１８８５２－２６７増減

１２６５７２２８３１，４３７１９９１年

中国・四国 ４０２５１４９５９８９２００１年

－８６－３２１２１２－４４８増減

５７４７７２７２２，４００１９９１年

九　　　州 ２７１４９９００１，７４１２００１年

－３０－３２８６２８－６５９増減

資料：農林水産省統計部『木材需給報告書』より作成



市場の発展度合いの違いから，北海道・東北・北陸で低く，関東

以南で高く推移している。それが２００１年までの１０年間で国産材専

門工場の大規模化により，差を広げたと考えられる。その結果，

依存率の低い北海道・東北・北陸は原木市場を介さない素材生産

流通構造となり，依存率の高い関東・中国・四国・九州は原木市

場を介した素材生産流通構造となっている。最も早く原木市場が

発展した東海・近畿においては原木市場からの仕入量が減少し，

原木市場を介さない素材生産流通構造へ変化していると考えられ

る。

Ⅳ．東北と南九州の違い

　次にスギ材の産地として近年素材生産量が上位を占め，依存率

に差がある東北と南九州について分析する。

　まず，両地域において９０年以降の素材生産量の推移を見てみる

と，図－１のようになる。ともにスギ素材生産量で上位を占める

地域だが，その推移には差が生じている。１９９０年を基準としてみ

た場合，南九州では９０年のスギ素材生産量よりも高い値を維持し

ている。一方，東北では９６年以降は減少傾向にあり，９０年の８割

にまで落ち込んでいる。この理由として，南九州は，戦後の拡大

造林により資源として成熟し始めており，伐期に達した林分から

の出材あるいは要間伐林分からの間伐材が多く出材されているた

めであると考えられる。一方，東北は国有林の占める割合が大き

い。そのため，国有林からの出材が減少したことが素材生産量の

減少の大きな要因と推測される。また，製材用材の素材生産量に

ついてもスギ素材生産量と同じ傾向を示している。これも素材生

産の主体として国有林からの出材の多い東北では減少しているも

のの，民有林からの出材の多い南九州では，一定の出材量を維持

している。

　次に，両地域において製材業の工場数，入荷量の変化について

比較する。工場数，入荷量ともに中・小規模層では違いが見られ

なかったが，大規模層において違いが見られる。まず，図－２の

工場数の変化では，南九州と東北では２つの違いがある。１つは

南九州では国産材を専門に扱う製材工場の工場数が１９９０年のおよ

そ３倍に増えているのに対し，東北では僅かな増加しか見られな

いことである。もう１つは，国産材・外材併用工場の工場数は南

九州では半分以下にまで減少しているのに対し，東北では若干増

加している。これは東北が南九州に比べ外材を取り扱う工場や入

荷量が多いためと考えられる。

　図－３の入荷量も工場数と同じ傾向を示している。南九州の国

産材専門工場の入荷量が１９９０年の３倍以上と大幅な伸びを示して

いるのに対し，東北では若干の増加にとどまっている。また，国

産材・外材併用工場の入荷量は，両地域とも減少している。

　南九州，東北で見られる国産材専門工場などの工場数の増加を

経営形態別に見ると，表－３のようになる。表－３～５は，地域

ごとの統計しかなかったため，九州と東北で比べる。東北，九州

ともに個人・会社で減少しているのに対し，組合が増加している。

このことから，国産材専門工場の増加は，協同組合形態によるも

のと推測される。

　素材生産と製材業とを結ぶ原木市場の推移をみても東北と九州

の違いは顕著である（表－４，５）。事業所数においても原木の仕

入量においても九州は東北の倍以上で九州の方がより発展してい

ると言える。原木の仕入先として，東北の原木市場は「国・公共

機関から」や「自ら素材生産したもの」によって仕入量を増やし

ているが，九州では「素材生産業者から」の出材が大幅に増えて

いる。その結果，１事業所当たりの取扱量が２７．４千m３と東北の

１６．７千m３に比べ大きく，規模の違いが見られる。この事業所数

が多く，１事業所当たりの取扱量が多いことが，大規模な製材業
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図－２．大規模国産材専門工場，国産材・外材併用工場
の工場数の変化（指数）

図－１．素材生産量の推移（指数）

図－３．大規模国産材専門工場，国産材・外材併用工場
の入荷量の変化（指数）



にとって原木市場を利用しやすいものとしている。それは，１市

場から入手できる素材の量も増え，複数の市場を利用することで

必要量を賄うことができるからである。

Ⅴ．考察

　地域ごとの分析により，各地域によって依存率に違いが生じ始

めている理由として次の２点が挙げられる。

　１つ目は原木市場の展開と深い関わりがあり，原木市場がより

発展している地域において製材業の原木市場利用が見られる点で

ある。原木市場は関東以南の西日本において発展しており，北海

道，東北，北陸といった地域での展開はあまり見られない。その

ため，他の地域と比べ依存率の推移が低く，原木市場を経由しな

い素材生産流通構造となっている。

　２つ目は国産材を扱う製材業の大規模化に伴い，原木市場から

の仕入量が増加している点である。国産材専門工場の工場数，入

荷量が増加する中，仕入先として原木市場が利用されている。そ

のため，関東・中国・四国・九州の大規模層の原木市場からの仕

入量が増加している。その結果，関東・中国・四国・九州は原木

市場への依存率を高めており，原木市場が素材生産流通構造の中

で重要な位置にある。以上が今回分析した結果，各地域の依存率

に違いを生じさせた要因と考えられる。

　同じスギ材の産地でありながら依存率が大きく異なる東北と南

九州では，素材生産・製材業・原木市場のそれぞれに違いが見ら

れる。素材生産では，民有林からの出材が中心で，出材量を維持

している南九州に対して，国有林からの出材が多い東北は９６年以

降減少している。また，製材業では，南九州において国産材専門

工場の工場数，入荷量の大幅な増加が見られる。増加する国産材

入荷量の仕入先として，原木市場が利用されている。その要因と

して，南九州において原木市場が数多く存在するほか，安定した

出材量があり，かつ取扱量が多いことが挙げられる。その結果，

南九州では，大規模層での依存率の大幅な上昇が起こり，原木市

場は素材生産流通構造の中で重要性を増している。
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表－３．経営形態別事業所数の変化

組合会社個人

５２１，３８４７６５１９９１年

東北 ６２１，１１２３８６２００１年

１０－２７２－３７９増減

３３８４４４５８１９９１年

九州 ５５７１６２０２２００１年

２２－１２８－２５６増減

資料：農林水産省統計部「木材流通構造調査報告書」より作成

表－４．原木市売市場の事業所数と仕入量の推移

１事業所当たりの取扱量仕入量事業所数

１７．５７５４４３１９９１年

東北 １６．７９０４５４２００１年

１１９．９%１２５．６%増減率

２３．４２，５０７１０７１９９１年

九州 ２７．４２，７０９９９２００１年

１０８．１%９２．５%増減率

資料：農林水産省統計部「木材流通構造調査報告書」より作成

表－５．原木市売市場の仕入先別仕入量の推移

素材生産業者から自ら素材生産したもの国・公共機関から

５８８７２５２１９９１年

東北 ５００１６２８８２００１年

８５．０%２２５．０%１６９．２%増減率

１，５２０３３８８３１９９１年

九州 １，９０１３３１１０８２００１年

１２５．１%９７．９%１３０．１%増減率

資料：農林水産省統計部「木材流通構造調査報告書」より作成


